
　（課税の根拠）
第１条　地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第４条第３項の規定に基づき、
この条例の定めるところにより、核燃料物質等取扱税を課する。

　（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　加工事業者　核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和32年法律第166
号。以下「規制法」という。）第13条第１項の許可を受けた者をいう。
⑵　原子炉設置者　規制法第43条の３の５第１項の許可を受けた者をいう。
⑶　使用済燃料貯蔵事業者　規制法第43条の４第１項の許可を受けた者をいう。
⑷　再処理事業者　規制法第44条第１項の指定を受けた者をいう。
⑸　廃棄物埋設事業者　規制法第51条の２第１項第２号に係る同項の許可を受けた者をいう。
⑹　廃棄物管理事業者　規制法第51条の２第１項第３号に係る同項の許可を受けた者をいう。
⑺　濃縮　規制法第２条第９項に規定する加工のうちウラン235のウラン238に対する比率を高
める処理をいう。
⑻　原子炉の設置　発電用原子炉（規制法第２条第５項の発電用原子炉をいう。以下同じ。）
を設置して発電の事業の用に供することをいう。
⑼　核燃料の挿入　核燃料（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和53年通商産
業省令第77号）第２条第２項第３号の燃料体をいう。以下同じ。）を発電用原子炉に挿入す
ることをいう。
⑽　特定使用済燃料の貯蔵　規制法第43条の４第１項の使用済燃料の貯蔵をいう。
⑾　使用済燃料の受入れ　使用済燃料（規制法第２条第10項の使用済燃料をいう。以下同じ。）
を再処理施設（規制法第44条第２項第２号の再処理施設をいう。以下同じ。）に受け入れる
ことをいう。
⑿　使用済燃料の貯蔵　規制法第48条第１項第３号の使用済燃料の貯蔵をいう。
⒀　廃棄物埋設　規制法第51条の２第２項の廃棄物埋設施設において行う核原料物質、核燃料
物質及び原子炉の規制に関する法律施行令及び原子力損害賠償補償契約に関する法律施行
令の一部を改正する政令（平成19年政令第378号）第１条の規定による改正前の核原料物質、
核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和32年政令第324号）第31条第１項の
表第１号イに該当する物（以下「廃棄体」という。）に係る規制法第51条の２第１項第２号
の第二種廃棄物埋設をいう。
⒁　廃棄物管理　規制法第51条の２第３項第２号の廃棄物管理施設において行う同条第１項第
３号の廃棄物管理のうち核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令第32
条第１号に該当するもので使用済燃料を溶解した液体から規制法第２条第２項に規定する核
燃料物質その他の有用物質を分離した残りの液体をガラスにより容器に固型化した物（以下
「ガラス固化体」という。）に係るものをいう。
⒂　核燃料物質等の取扱い　濃縮、原子炉の設置、核燃料の挿入、特定使用済燃料の貯蔵、使
用済燃料の受入れ、使用済燃料の貯蔵、廃棄物埋設又は廃棄物管理をいう。

　（納税義務者等）
第３条　核燃料物質等取扱税は、次の各号に掲げる核燃料物質等の取扱いに対し、当該各号に定
める者に課する。

48　青森県核燃料物質等取扱税条例
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⑴　加工事業者の行う濃縮　当該加工事業者
⑵　原子炉設置者の行う原子炉の設置及び核燃料の挿入　当該原子炉設置者
⑶　使用済燃料貯蔵事業者の行う特定使用済燃料の貯蔵　当該使用済燃料貯蔵事業者
⑷　再処理事業者の行う使用済燃料の受入れ及び使用済燃料の貯蔵　当該再処理事業者
⑸　廃棄物埋設事業者の行う廃棄物埋設　当該廃棄物埋設事業者
⑹　廃棄物管理事業者の行う廃棄物管理　当該廃棄物管理事業者
２　前項第２号の核燃料の挿入は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定
める日になされたものとする。
⑴　規制法第43条の３の５第１項の許可を受けた後最初に発電用原子炉への核燃料の装荷が行
われた場合　規制法第43条の３の11第３項の確認を受けた日
⑵　規制法第43条の３の16第２項の定期事業者検査の開始の日から終了の日までの期間内に発
電用原子炉への核燃料の装荷が行われた場合　当該定期事業者検査の終了の日
⑶　前二号に掲げる場合のほか、発電用原子炉への核燃料の装荷が行われた場合　当該装荷の
終了の日

　（課税標準）
第４条　核燃料物質等取扱税の課税標準は、次の各号に掲げる核燃料物質等の取扱いの区分に応
じ、それぞれ当該各号に定める重量、熱出力、価額、容量又は数量とする。
⑴　加工事業者の行う濃縮　各課税標準の算定期間内において濃縮により生じた製品ウラン
　（販売又は役務の提供に係る目的物となる六ふっ化ウランをいう。以下同じ。）の重量
⑵　原子炉設置者の行う原子炉の設置　各課税標準の算定期間の末日における発電用原子炉の
熱出力
⑶　原子炉設置者の行う核燃料の挿入　当該核燃料の挿入に係る核燃料（既に核燃料の挿入に
係る核燃料物質等取扱税が課され、又は課されるべきものを除く。）の価額
⑷　使用済燃料貯蔵事業者の行う特定使用済燃料の貯蔵　各課税標準の算定期間内の特定使用
済燃料の貯蔵に係る特定使用済燃料（規制法第43条の４第１項の使用済燃料をいう。以下同
じ。）に係る原子核分裂をさせる前のウランの重量
⑸　再処理事業者の行う使用済燃料の受入れ　各課税標準の算定期間内において受け入れた使
用済燃料に係る原子核分裂をさせる前のウランの重量
⑹　再処理事業者の行う使用済燃料の貯蔵　各課税標準の算定期間内の使用済燃料の貯蔵に係
る使用済燃料に係る原子核分裂をさせる前のウランの重量
⑺　廃棄物埋設事業者の行う廃棄物埋設　各課税標準の算定期間内の廃棄物埋設に係る廃棄体
に係る容器の容量（当該容器が日本産業規格に定められている容器に該当する場合には、当
該容器に係る日本産業規格の呼び容量とする。以下同じ。）
⑻　廃棄物管理事業者の行う廃棄物管理　各課税標準の算定期間内の廃棄物管理に係るガラス
固化体に係る容器の数量

２　前項第２号の熱出力は、規制法第43条の３の５第１項の許可（規制法第43条の３の８第１項
の変更の許可を受けた場合には、当該変更の許可）に係る発電用原子炉の規制法第43条の３の
５第２項第３号の熱出力とする。
３　第１項第３号の価額は、電気事業会計規則（昭和40年通商産業省令第57号）第25条及び第26
条の規定により算定した取得原価とする。
４　第１項第４号及び第６号から第８号までの各課税標準の算定期間内の特定使用済燃料の貯蔵
に係る特定使用済燃料に係る原子核分裂をさせる前のウランの重量、使用済燃料の貯蔵に係る
使用済燃料に係る原子核分裂をさせる前のウランの重量、廃棄物埋設に係る廃棄体に係る容器
の容量又は廃棄物管理に係るガラス固化体に係る容器の数量は、それぞれ各課税標準の算定期
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間に属する各月の末日現在における特定使用済燃料の貯蔵に係る特定使用済燃料に係る原子核
分裂をさせる前のウランの重量、使用済燃料の貯蔵に係る使用済燃料に係る原子核分裂をさせ
る前のウランの重量、廃棄体に係る容器の容量又はガラス固化体に係る容器の数量を合計した
重量、容量又は数量を12で除して得た重量、容量又は数量とする。この場合において、当該課
税標準の算定期間中に月の末日が到来しないとき、又は当該課税標準の算定期間の末日の属す
る月の末日が当該課税標準の算定期間に属していないときは、当該課税標準の算定期間の末日
を当該課税標準の算定期間に属する一の月の末日とする。
５　第１項及び前項の課税標準の算定期間とは、１月１日から３月31日まで、４月１日から６月
30日まで、７月１日から９月30日まで及び10月１日から12月31日までの各期間をいう。
６　新たに核燃料物質等の取扱い（核燃料の挿入を除く。以下この条において同じ。）の事業を
開始した場合における当該事業に係る核燃料物質等の取扱いに対して課する核燃料物質等取扱
税の第１項及び第４項の課税標準の算定期間は、前項の規定にかかわらず、当該事業を開始し
た日から当該事業を開始した日を含む同項に規定する課税標準の算定期間の末日までの期間と
する。
７　事業者（加工事業者、原子炉設置者、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者、廃棄物埋設事
業者又は廃棄物管理事業者をいう。以下同じ。）が次の各号のいずれかに該当することとなっ
た場合における第１項及び第４項の課税標準の算定期間（第１号の場合にあっては、廃止又は
取消しに係る事業に係る核燃料物質等の取扱いに対して課する核燃料物質等取扱税の第１項及
び第４項の課税標準の算定期間）は、第５項又は前項の規定にかかわらず、当該該当すること
となった日を含む第５項又は前項に規定する課税標準の算定期間の開始の日から当該該当する
こととなった日までの期間とする。
⑴　核燃料物質等の取扱いの事業（使用済燃料の受入れ及び使用済燃料の貯蔵にあっては、当
該使用済燃料の受入れ及び使用済燃料の貯蔵に係る規制法第２条第10項に規定する再処理の
事業）を廃止した場合又は規制法第20条の規定により規制法第13条第１項の許可が取り消さ
れた場合、規制法第43条の３の20の規定により規制法第43条の３の５第１項の許可が取り消
された場合、規制法第43条の16の規定により規制法第43条の４第１項の許可が取り消された
場合、規制法第46条の７の規定により規制法第44条第１項の指定が取り消された場合若しく
は規制法第51条の14の規定により規制法第51条の２第１項第２号に係る同項の許可若しくは
同項第３号に係る同項の許可が取り消された場合
⑵　個人である事業者が死亡した場合
⑶　法人である事業者が解散し、又は合併により消滅した場合

　（税率）
第５条　核燃料物質等取扱税の税率は、次の各号に掲げる核燃料物質等の取扱いの区分に応じ、
それぞれ当該各号に定めるものとする。
⑴　加工事業者の行う濃縮　製品ウランの重量１キログラムにつき36,500円
⑵　原子炉設置者の行う原子炉の設置　1,000キロワットにつき38,250円
⑶　原子炉設置者の行う核燃料の挿入　100分の8.5
⑷　使用済燃料貯蔵事業者の行う特定使用済燃料の貯蔵　特定使用済燃料に係る原子核分裂を
させる前のウランの重量１キログラムにつき620円
⑸　再処理事業者の行う使用済燃料の受入れ　使用済燃料に係る原子核分裂をさせる前のウラ
ンの重量１キログラムにつき19,400円
⑹　再処理事業者の行う使用済燃料の貯蔵　使用済燃料に係る原子核分裂をさせる前のウラン
の重量１キログラムにつき1,300円
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⑺　廃棄物埋設事業者の行う廃棄物埋設　廃棄体に係る容器の容量１立方メートルにつき
96,500円
⑻　廃棄物管理事業者の行う廃棄物管理　ガラス固化体に係る容器の数量１本につき2,971,300
円

　（徴収の方法）
第６条　核燃料物質等取扱税の徴収については、申告納付の方法による。

　（申告納付の手続）
第７条　核燃料物質等取扱税の納税義務者（核燃料の挿入に係る核燃料物質等取扱税の納税義務
者を除く。）は、第４条第１項各号（第３号を除く。）の課税標準の算定期間ごとに、当該課税
標準の算定期間の末日の翌日から起算して２月以内に、規則で定めるところにより、当該課税
標準の算定期間における課税標準たる重量、熱出力、容量又は数量（以下「課税標準量」とい
う。）、税額その他必要な事項を記載した申告書を知事に提出し、及びその申告した税額を納付
しなければならない。
２　核燃料の挿入に係る核燃料物質等取扱税の納税義務者は、核燃料の挿入がなされた日の属す
る月の末日の翌日から起算して２月以内に、規則で定めるところにより、課税標準額、税額そ
の他必要な事項を記載した申告書を知事に提出し、及びその申告した税額を納付しなければな
らない。
３　前二項の規定により申告書を提出した者は、当該申告書を提出した後においてその申告に係
る課税標準量若しくは課税標準額又は税額を修正しなければならない場合には、規則で定める
ところにより、遅滞なく、修正申告書を提出するとともに、修正により増加した税額があると
きは、これを納付しなければならない。

　（不足税額及びその延滞金の納付）
第８条　法第276条第４項の規定により通知を受けた核燃料物質等取扱税の納税者は、納付すべ
き不足税額（更正による不足税額又は決定による税額をいう。次項において同じ。）を知事の
指定する納期限までに納付しなければならない。
２　前項の場合には、その不足税額に法第277条第２項並びに法附則第３条の２第１項、第５項
及び第６項の規定による延滞金額を加算して納付しなければならない。

　（納期限後に納付する核燃料物質等取扱税の延滞金の納付）
第９条　核燃料物質等取扱税の納税者は、第７条第１項又は第２項の納期限（納期限の延長があっ
たときは、その延長された納期限）後にその税金（同条第３項の規定による修正により増加し
た税額を含む。）を納付する場合には、その税額に、法第280条第１項並びに法附則第３条の２
第１項、第５項及び第６項の規定による延滞金額を加算して納付しなければならない。

　（過少申告加算金、不申告加算金又は重加算金の納付）
第10条　法第278条第７項又は第279条第５項の規定により通知を受けた核燃料物質等取扱税の納
税者は、その通知を受けた過少申告加算金額、不申告加算金額又は重加算金額を知事の指定す
る納期限までに納付しなければならない。
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　（賦課徴収）
第11条　核燃料物質等取扱税の賦課徴収については、この条例に定めるもののほか、法令又は青
森県県税条例（昭和29年５月青森県条例第36号）の定めるところによる。この場合において、
同条例第４条第１項中「10　固定資産税」とあるのは「10　固定資産税　11　核燃料物質等取
扱税」と、同条例第12条第２項第２号中「ものの所在地）」とあるのは「ものの所在地）、核燃
料物質等取扱税に係るものについては申告納付すべき日における青森県核燃料物質等取扱税条
例（令和５年12月青森県条例第34号）第２条第７号に規定する濃縮に係る事業所、同条第８号
に規定する原子炉の設置若しくは同条第９号に規定する核燃料の挿入に係る発電用原子炉、同
条第10号に規定する特定使用済燃料の貯蔵に係る使用済燃料貯蔵施設、同条第11号に規定する
使用済燃料の受入れ若しくは同条第12号に規定する使用済燃料の貯蔵に係る再処理施設、同条
第13号に規定する廃棄物埋設に係る廃棄物埋設施設又は同条第14号に規定する廃棄物管理に係
る廃棄物管理施設の所在地」とする。

　（施行事項）
第12条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

　　　附則
１　この条例は、法第259条第１項の規定による総務大臣の同意を得た日から起算して３月を超
えない範囲内において規則で定める日から施行し、同日以後に行う核燃料物質等の取扱いに係
る核燃料物質等取扱税について適用する。
２　規制法第43条の３の５第１項の許可を受けた後最初に発電用原子炉（原子力利用における安
全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正
する法律（平成29年法律第15号）第３条の規定の施行の際現に工事に着手されているものに限
る。）への核燃料の装荷が行われた場合における第３条第２項第１号の規定の適用については、
同号中「規制法第43条の３の11第３項の確認を受けた」とあるのは、「原子力利用における安
全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正
する法律（平成29年法律第15号）附則第７条第１項の規定によりなお従前の例によることとさ
れる同法第３条の規定による改正前の規制法第43条の３の11第１項の検査に合格した」とする。
３　再処理事業者の行う使用済燃料の貯蔵に係る核燃料物質等取扱税に係る第３条第１項第４号
の規定は、平成18年９月27日以前に再処理施設に受け入れた使用済燃料に係る使用済燃料の貯
蔵については、適用しない。
４　再処理事業者の行う使用済燃料の貯蔵に係る核燃料物質等取扱税の税率は、第５条第６号の
規定にかかわらず、当分の間、使用済燃料に係る原子核分裂をさせる前のウランの重量１キロ
グラムにつき8,300円とする。
５　廃棄物管理事業者の行う廃棄物管理に係る核燃料物質等取扱税に係る第２条第14号、第４条
第１項第８号及び第４項並びに第５条第８号の規定の適用については、当分の間、規制法第２
条第２項に規定する核燃料物質又は当該核燃料物質によって汚染された物で廃棄しようとする
ものを容器に圧縮して封入し、又は固型化した物を第２条第14号に規定するガラス固化体とみ
なして、これらの規定を適用する。
６　この条例は､ 令和11年３月31日限り､ その効力を失う｡
７　この条例の失効の日前に課した､ 又は課すべきであった核燃料物質等取扱税については､ な
お従前の例による｡

224



青森県の原子力行政における「年」表記について

　「年」の表記は、和暦（元号表記）を基本とする。
　なお、原子力施設のしゅん工時期等に関して事業者等が西暦で公表した部分については、
当該西暦表記による。

（和暦及び和暦の対応）
　下表は、本冊子中に記載のある和暦を西暦で対応させたもの。斜字体は実際には存在しない和暦。

青森県の原子力行政
発　　行　令和８年２月
青森県環境エネルギー部原子力立地対策課
〒030－8570　青森市長島一丁目１－１　ＴＥＬ　017（722）1111

令和７年度広報・調査等交付金事業により作成したものです。
この印刷物は1,500部作成し、印刷経費は１部あたり1,210円です。

和暦 西暦昭和 平成
昭和38年 － 1963年
昭和39年 － 1964年
昭和40年 － 1965年
昭和41年 － 1966年
昭和42年 － 1967年
昭和43年 － 1968年
昭和44年 － 1969年
昭和45年 － 1970年
昭和46年 － 1971年
昭和47年 － 1972年
昭和48年 － 1973年
昭和49年 － 1974年
昭和50年 － 1975年
昭和51年 － 1976年
昭和52年 － 1977年
昭和53年 － 1978年
昭和54年 － 1979年
昭和55年 － 1980年
昭和56年 － 1981年
昭和57年 － 1982年
昭和58年 － 1983年
昭和59年 － 1984年
昭和60年 － 1985年
昭和61年 － 1986年
昭和62年 － 1987年
昭和63年 － 1988年
昭和64年 平成元年 1989年
昭和65年 平成2年 1990年
昭和66年 平成3年 1991年
昭和67年 平成4年 1992年
昭和68年 平成5年 1993年
昭和69年 平成6年 1994年
昭和70年 平成7年 1995年

平成8年 1996年

和暦 西暦平成 令和
平成9年 － 1997年
平成10年 － 1998年
平成11年 － 1999年
平成12年 － 2000年
平成13年 － 2001年
平成14年 － 2002年
平成15年 － 2003年
平成16年 － 2004年
平成17年 － 2005年
平成18年 － 2006年
平成19年 － 2007年
平成20年 － 2008年
平成21年 － 2009年
平成22年 － 2010年
平成23年 － 2011年
平成24年 － 2012年
平成25年 － 2013年
平成26年 － 2014年
平成27年 － 2015年
平成28年 － 2016年
平成29年 － 2017年
平成30年 － 2018年
平成31年 令和元年 2019年
平成32年 令和2年 2020年
平成33年 令和3年 2021年
平成34年 令和4年 2022年
平成35年 令和5年 2023年
平成36年 令和6年 2024年
平成37年 令和7年 2025年
平成38年 令和8年 2026年
平成39年 令和9年 2027年
平成40年 令和10年 2028年
平成41年 令和11年 2029年
平成42年 令和12年 2030年




